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理

由

少
子
高
齢
化
の
一
層
の
進
展
等
に
対
応
し
、
私
立
学
校
教
職
員
共
済
年
金
制
度
の
長
期
的
安
定
を
図
る
等
の
た
め
、
基
礎
年

金
拠
出
金
に
対
す
る
国
庫
補
助
率
の
引
上
げ
、
七
十
歳
以
上
の
教
職
員
等
に
対
す
る
退
職
共
済
年
金
等
の
支
給
調
整
措
置
の
導

入
等
の
措
置
を
講
ず
る
と
と
も
に
、
育
児
を
す
る
加
入
者
に
対
す
る
掛
金
免
除
措
置
を
拡
充
す
る
ほ
か
、
国
家
公
務
員
共
済
年

金
制
度
の
改
正
に
準
じ
て
退
職
共
済
年
金
等
の
給
付
水
準
の
調
整
、
配
偶
者
間
の
共
済
年
金
の
分
割
制
度
の
導
入
等
の
措
置
を

講
ず
る
必
要
が
あ
る
。
こ
れ
が
、
こ
の
法
律
案
を
提
出
す
る
理
由
で
あ
る
。




